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iii

序

　本報告書は、2016 ～ 2018 年度の 3 年間にわたって実施した所内公募型提案研究 A「人が去っ
たそのあとに～人口減少時代の国土デザインに向けた生物多様性広域評価～」（課題代表者：深
澤圭太）の研究成果をとりまとめたものです。
　日本の総人口は 2011 年以降減少の一途をたどっており、2050 年には現居住地域の 2 割が無居
住化するという予測がなされています。人口減少によって農業や草刈りなどの長期間続いてきた
土地利用や土地管理が停止し、それによって維持されてきた生物多様性は衰退の危機にあります。
このような人間による働きかけの低下による生物多様性の質の低下は「生物多様性第二の危機」
と呼ばれており、例えば管理放棄やそれに伴う植生遷移の進行は、維管束植物や昆虫のレッドリ
スト掲載種の主要な減少要因の 1 つとなっています。本研究においては、人口減少に伴う種多様
性や景観構造の変化について、集落から全国までの幅広い空間スケールで比較研究とそれに基づ
く将来予測を行い、人口減少下においても、人口分布の均一化や種の分布の相補性に基づく保護
区の設置により無居住化の負の影響を緩和できることや、耕作放棄前後の手入れの違いにより、
その後の植生変化が大きく変化することが明らかになりました。また、今後 30 年間に予想され
る人口減少に対応した高解像度の土地被覆変化シナリオを公開し、人口減少下での環境変化を予
測するための基盤情報として広く利用していただけるようになりました。最後になりましたが、
本研究の実施にあたっては、福島県会津地方の調査対象地の地権者の方々をはじめ研究所内外の
多くの方々に多大なるご協力とご支援をいただきましたことを記し、ここに深く感謝いたします。

　　2020 年 11 月

国立研究開発法人　国立環境研究所　　　　　　　 

理事長　渡　辺　知　保　 
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1　研究の概要

1．1　研究全体の目的、目標、構成等

　日本はすでに人口減少の時代に入り、2050 年には現居住地域の 20% が無居住化すると予測されている。それに伴い、

管理の不足による生物多様性の劣化（生物多様性第 2 の危機）と農村景観の荒廃はますます深刻になることが予想され

ている。特に、草刈りや火入れ、家畜の採食圧によって維持されてきた草原、薪炭採取によって維持されてきた 2 次林

など、持続的な管理によって維持されてきた「2 次的な自然環境」の劣化が急速に進む恐れがある。その一方で、近年

では耕作放棄地における自然再生の試みがなされる等、利用圧の低下を利用した新たな保全価値の創出にも期待が集

まっている。人為的な攪乱の維持による 2 次的な自然の保全、人為的な攪乱の規制による原生的な自然の保全・再生と

いう異なるアプローチを効果的に組み合わせることは、人口減少時代における生物多様性保全の国土デザインにおいて

必要不可欠な観点である。人口減少下で持続可能な効率的な保全策を実現するためには、無居住化・管理放棄が生物多

様性に与える影響の正負が地域によって異なることに着目し、その規定要因の解明に基づく人口減少が生物多様性に与

える影響の広域評価が必要である。本研究は、生物多様性および景観構造に対する無居住化影響の広域評価を目的と

し、下記 3 つの達成目標を設定した。

　（1）全国各地の長期間無居住化した集落において景観構造の時間変化を航空写真から復元し、森林遷移阻害の発生条

件を明らかにする。

　（2）全国各地の無居住化集落・有人集落の比較により無居住化に対する種多様性の違いを明らかにし、全国の中山間

地を対象に無居住化影響の正負を広域評価する。

　（3）生物多様性・景観の無居住化影響シナリオ構築手法、および二次的な自然環境保全のためのサイト選定手法を開

発する。

　本研究は、無居住化地域における森林遷移阻害の現状把握と発生条件の解明に関するサブテーマ 1、無居住化に対す

る種多様性の変化の解明、および広域評価・最適な保護区選択に関するサブテーマ 2、全国を対象とした生物多様性お

よび景観シナリオに関するサブテーマ 3 という 3 サブテーマの構成となっている。サブテーマ 1 は、航空写真に基づく

植生高変化の把握、現地測定に基づく放棄直前の植生管理と樹木の成長・加入の関係の解明から成る。サブテーマ 2 は、

維管束植物とチョウ類を対象とした無居住化集落と居住集落の比較研究、それに基づく無居住化の正負の影響の広域評

価、および人口分布を考慮した実現可能性の高い里山保護区選択手法の開発、の 3 項目から成る。サブテーマ 3 では、

人口減少シナリオに対応した生物多様性広域シナリオと土地利用シナリオ、さらに土地利用シナリオについては気候変

動の影響も組み込んだ評価手法の開発について扱う。

1．2　研究の概要

　無居住化が生物多様性や景観に与える影響を広域で評価し、効率的な保全策を提案するため、以下の 3 つの課題につ

いて研究を行った。

1．2．1　無居住化した集落における景観構造の時間変化と森林遷移阻害

　各地の無居住化集落において離村前後の航空写真から植生高の変化を調べ、多くの耕作放棄地において植生高の成長

が停滞している実態が示された。また、福島県会津地方において一筆単位での耕作・放棄歴のヒアリングと毎木調査を

実施し、放棄直前まで水稲耕作を行っていた場所に比べて、水稲耕作後に畑や草地に転換しその後放棄した場所におい

て森林遷移阻害がより高い頻度で発生していたことを明らかにした。

1．2．2　無居住化に対する種多様性の変化と広域評価

　全国各地の無居住化集落とその周辺の有人集落においてチョウ類および維管束植物のセンサス調査を実施し、無居住
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化に伴い特に水田性植物やチョウ類の多様性が大きく低下することを明らかにした。野外比較研究の結果から得られた

無居住化の効果および種ごとの広域分布情報と生息地特性を統合した無居住化影響の広域評価手法を開発し、無居住化

の負の影響が強く生じる地域を予測した。さらに、環境省レッドリスト掲載維管束植物種を対象に、管理放棄による絶

滅リスクを低減するための保護区の配置を明らかにした。

1．2．3　生物多様性・景観の無居住化影響シナリオ構築と効率的な保全サイト選定手法の開発

　人口減少下における 2 つの人口分布シナリオ（均一化・偏在化）に対し、チョウ類を対象に無居住化が種多様性に与

える影響を評価した。その結果、総人口が同じでも人口分布が均一化することで、種多様性に対する負の影響が緩和さ

れることを明らかにした。また、人口減少が景観構造に与える影響を評価するために機械学習に基づく土地被覆予測モ

デルを構築し、人口分布シナリオと農地・市街地面積の減少速度の対応関係を明らかにするとともに、土地被覆変化に

対する気候変動と人口減少の相対的な寄与度に地域差があることを明らかにした。
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2　研究の成果

2．1　サブテーマ 1「無居住化地域における森林遷移阻害発生要因の解明」

2．1．1　航空写真に基づく植生高変化の把握

2．1．1．1　目的と経緯

　耕作放棄地は世界的に増加傾向にあり 1）、放棄後の植生遷移の理解は生物多様性の保全や復元、生態系サービスの観

点から重要性が増している。特に、温帯域において放棄後に樹木が侵入し森林に遷移するかどうかは、バイオマス利

用、森林動物の生息地の連続性、あるいはその後の農業再開の実現可能性等の具体的な土地利用や保全上の問題に直結

する。古典的な二次遷移の理論においては、耕作に伴う攪乱を受けた土地においては草本種や先駆樹種の優占を経て、

最終的には耐陰性の高い極相樹種が優占する森林が成立するとされてきたが、放棄後に長期間草本種が優占して木本種

が侵入の遅延・停止が生じる場合があることも報告されている 2）。このような攪乱の前後で遷移の方向性が変化し、攪

乱前の状態で成立するはずの生物群集とは異なる形で安定した状態は代替安定状態（alternative stable state）と呼ばれ 3）、

耕作放棄地の状況依存的な遷移を説明しうると考えられている。

　長期間農地として利用されてきた場所においては外来生物の侵入や埋土種子集団の枯渇等の群集構造の改変が起こ

る。その際、遷移のトラジェクトリーは本来とは異なる状態になる（biotic legacy）。長期間修復困難な水循環、栄養塩

等の物理化学的な環境変化（abiotic legacy）が加わることで、当初の状態への回復力が失われ、代替安定状態が成立す

ると考えられる。実際の耕作放棄地においては、さらに放棄後の人為的な土地管理（草刈りの継続、植林）も植生遷移

においては無視できない要因であり、森林遷移の停滞においてどのようなメカニズムが重要かを明らかにする第一歩と

して、広域で無居住化後の植生遷移を把握することが有効であると考えられる。

　日本においては、総人口の減少は 2008 年に始まったとされるが、農村地域に限定すれば 1970 年代以降人口減少が

続いている。それに伴い利用されなくなった農地が放棄され、様々な放棄年数の耕作地が存在している。さらに、耕作

放棄地にはスギやヒノキ等が植林されるケースが多い。放棄後年数および植林の有無と植生高の関係を明らかにするこ

とができれば、森林遷移の停滞の実態や、植栽の影響を推測することができると考えられる。航空写真は放棄前から最

近までの植生変化を知る上で有用な情報源であり、これまで無居住化した地域を含む広域で複数回撮影されている。さ

らにデジタル立体視の技術を用いることで複数時点間の植生高の変化量を算出することが可能となる。

　そこで、本研究では、日本各地における長期間（～ 45 年程度）無居住化した集落域において現地踏査を行い現況を

把握するとともに、離村前と近年の航空写真から耕作放棄地の植生高や放棄後の植林の有無を明らかにし、離村後年数

と植生高成長の関係を明らかにする。

2．1．1．2　方法

　浅原昭生氏が整備した無居住化集落の離村年や位置情報等に関するデータベース、『廃村千選』4, 5）に掲載されている

無居住化集落のうち、離村年が明らかな農村集落、開拓集落を複数選定し、耕作放棄地の現状を確認した。

　また、無居住化年が異なる 7 集落（表 1）において、集落範囲が映っている無居住化前と最近の航空写真のステレオ

ペアを取得し、Photoscan Professional（Agisoft LLC）を用いてステレオ立体視解析を行い、植生表層高（Digital Surface 

Model, DSM）を作成するとともに、航空写真のオルソ化を行った。無居住化前のオルソ化航空写真から農地範囲を抽

出し、2 時期の DSM の差分の平均値を各農地範囲において算出した。
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2．1．1．3　結果と考察

　各地の無居住化集落の踏査の結果、放棄後の植生変化には様々なパターンがみられた。北海道雨竜町の廃村において

は、無居住化時に針葉樹が植栽された放棄水田が不成績造林地となり、45 年程度経過した現在において針広混交林が

成立していた場所がみられた（図 1）。福島県会津若松市の無居住化後 45 年程度経過した無居住化集落においては、同

一集落内に森林に遷移した放棄水田（図 2）とススキ草地化して木本種がほとんど見られない草地の両方が存在してい

た（図 3）。また、耕作放棄地にスギ・ヒノキが植栽されて人工林化している場所（図 4）は西日本に特に多くみられ、

集落範囲に植栽されたモウソウチクが分布拡大し、耕作放棄地や宅地を覆っていた例（図 5）もあった。このように放

棄後の植生変化は人為的・生態的要因により多様であったが、同じ集落内でも異なる植生変化を生じうることは、気候

等の要因以上に 1 筆単位のローカルな要因に着目することが必要であると考えられた。

表 1　DSM作成対象集落一覧表

図 1	 針広混交林に遷移した北海道雨竜町の耕作放棄地。1968年離村、
2014 年撮影。
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図 2	 森林に遷移した福島県会津若松市の放棄水田。1975 年離村、2014
年撮影。

図 3　ススキ草原に遷移した福島県会津若松市の放棄水田。1975 年離村、2014 年撮影。
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図4　人工林に転換された無住居化集落（宮崎県西都市）。1989年離村、2015年撮影。

図 5	 モウソウチクが拡大した集落景観（山口県岩国市）。1975 年頃離村、2015 年
撮影。
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　デジタル立体視の結果、地形や植生の立体構造を再現することができた（図 6）。分析の結果、植林地および非植林

地双方において無居住化後年数に対する植生高の増加が認められたが、非植林地の植生高成長速度は平均的に植林地よ

りも小さく、時間とともに植林地と同等の成長となった場所、無居住化前から植生高がほとんど変化していない場所が

二極化する傾向がみられた（図 7）。植栽による木本種の人為的な導入と下刈りによる競争相手の排除が植生高の成長

を促進し、サイト間の分散を小さくしたと考えられ、一部の非植林地において植生高が成長しない要因として、遷移初

期の散布制限、および草本植物との競争が重要な要因である可能性が考えられた。しかしながら、実際にどのような要

因が重要であるかを把握するには、1 筆単位の耕作・放棄歴の追跡と地上部の存在が木本種の定着や成長に与える影響

を把握するための野外操作実験が必要であると考えられた。

図 6　デジタル立体視による立体構造の復元例

図 7　植林地、非植林地における植生高変化
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2．1．2　放棄直前の植生管理と樹木の成長・加入の関係

2．1．2．1　目的と経緯

　人為的な活動による土地利用の改変は自然生態系とそこに生息する生物相に大きな影響を与えてきた。近年、日本を

はじめ多くの先進国では人口減少とそれに伴う耕作放棄地の増加が進行している。耕作放棄地における植生遷移メカニ

ズムを明らかにすることは、適切な管理を導く上で不可欠な情報をもたらすだろう。本研究では福島県会津若松地方の

耕作放棄水田で植生調査を行い、植生遷移メカニズムの解明を試みた。先行研究では耕作放棄水田における植生遷移を

説明する要因とし、放棄後の経過年数に注目したものが多い。しかし、放棄後の利用管理方法を考慮に入れた研究は限

られている。本研究ではまず、調査地において水田の利用履歴の聞き取りを行い、放棄後の経過年数や放棄後の管理方

法を明らかにした。次に利用履歴等を明らかにした水田で毎木調査を実施した。また、各耕作放棄水田でトランセクト

調査を実施し、幼齢木の個体数を調査した。さらに耕作放棄水田に生育する樹木がその後の植生遷移に与える影響を調

査するため、特に種子散布の促進効果を明らかにするために樹木伐採処理実験を行った。本研究における作業仮説は以

下 2 つである。（1）放棄後経過年数のみが植生遷移を説明するか？あるいは放棄後の管理方法も植生遷移に影響するの

か？（2）耕作放棄水田に生育する樹木は種子散布促進効果等を通じて、その後の植生遷移に影響を与えうるか？

2．1．2．2　方法

　調査は福島県会津若松周辺の 5 集落（N 集落（会津若松市）・T 集落（会津若松市）・M 集落（会津美里町）・I 集落（会

津美里町）・T 集落（柳津町））で調査を実施した。まず、それぞれの耕作放棄水田で土地所有者あるいはその土地の利

用管理履歴を知る周辺の住民を対象に、土地利用管理についてインタビュー調査を実施した（図 8）。インタビューで

は稲作をやめた年代やその後の利用方法について聞き取った。インタビュー調査は複数年代に撮影された空中写真を用

いて実施した。以上から土地利用の履歴を明らかにした。次に土地利用の履歴を明らかにした耕作放棄水田で毎木調査

を実施した。耕作放棄水田に生育する木本種（胸高直径（DBH）＞ 5 cm）を対象に、DBH と種名をそれぞれ記録した。

加えて、上の耕作放棄水田において幼齢木（20 cm ＜＜ 100 cm　植生高）の個体数を調査した。各放棄水田で長辺に沿

うように平行に、かつ、中心点を通過するようトランセクト（幅 2 m）を設置した。トランセクト内では対象としたサ

イズの幼齢木の個体数を記録した。

　次に土地利用の履歴を明らかにした耕作放棄水田で毎木調査を実施した。耕作放棄水田に生育する木本種（DBH ＞

5 cm）を対象に、DBH と種名をそれぞれ記録した。加えて、上の耕作放棄水田において幼齢木（20 cm ＜＜ 100 cm　

植生高）の個体数を調査した。各放棄水田で長辺に沿うように平行に、かつ、中心点を通過するようトランセクト（幅

2 m）を設置した。トランセクト内では対象としたサイズの幼齢木の個体数を記録した。

2．1．2．3　結果と考察

　本研究では対象とした 5 集落で計 45 筆の耕作放棄水田の土地利用管理を聞き取りした。今回対象とした耕作放棄水

田のなかには放棄後経過年数が 30 年以上経っているものも存在した。利用方法について聞き取りを行ったところ、放

棄直前まで稲作を行っていたもののほかに、放棄後、草刈りや米以外の作物栽培（そばや大根）を行ったという回答も

複数得られた。
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　次に利用履歴等を明らかにした耕作放棄水田で毎木調査を実施した。放棄後年数が 10 年以上経過すると耕作放棄水

田において成木の成立がみられることが明らかになった（図 9, 10）。この傾向は放棄直前まで稲作を行っていたところ

で特に顕著であった（図 9）。一方、放棄後、そば等を栽培したところや草刈を行ったところでは成木の成立がほとん

ど見られなかった（図 9）。このような耕作放棄水田ではススキが繁茂していた（図 11）。すなわち、耕作放棄水田にお

ける植生遷移には放棄後経過年数だけでなく、放棄後の管理利用も重要な要因であることを示唆する。一般化線形モデ

ル（GLM) による統計解析でも同様の結果が得られた（表 2）。この解析では応答変数に耕作放棄水田内の樹木断面積合

計をとり、放棄後経過年数と管理（直前まで稲作栽培か、あるいは放棄後そば栽培や草刈をおこなったか）を説明変数

とした。解析の結果、ベストモデルでは放棄後経過年数とともに管理も重要な変数とし選択されたことが明らかになっ

た。また、次に赤池情報量基準（AIC）が低い値をとったモデルでは管理のみが変数とし選択された。以上から、耕作

放棄水田における植生遷移では放棄後経過年数だけではなく、放棄後の利用管理方法も重要な要因であることが示唆さ

れた。放棄後の利用管理方法が植生遷移に影響を与える理由としては土壌の乾燥化等が影響すると予想しているが、こ

れについては今後明らかにしていきたいと考えている。

図 8　インタビュー風景

図 9	 耕作放棄水田内に生育する樹木断面積合計への放棄後
経過年数および管理方法の影響
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図 10　放棄後十数年経過した耕作放棄水田

表 2	 GLMによる耕作放棄水田に生育する樹
木の樹木断面積合計の解析

図 11　ススキが繁茂した耕作放棄水田
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　次に幼齢木の個体数についての調査結果を示す。耕作放棄水田内に生育している樹木はヤナギやハンノキが多かった

が、幼齢木にはこれらのほかにも様々な樹種が含まれていた。幼齢木のなかでも動物散布種の個体数と耕作放棄水田内

の樹木断面積合計の間には正の相関があった（図 12）。すなわち、ヤナギやハンノキが成長するに従い、林床には動物

散布種の樹木が定着し始めていることが示唆された。要因の一つとしヤナギ・ハンノキにより種子散布の促進効果が挙

げられた。

図 12　動物散布種実生個体数と樹木断面積合計の関係

図 13　伐採区
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　現地の観察から示唆された種子散布の促進効果を確かめるために耕作放棄水田に生育する成木（高さ 1 m 以上の木

本）をすべて伐採し（図 13）、種子散布量をモニタリングした。また、伐採を行わなかったところでも同様に種子散布

量をモニタリングし、種子散布量を比較した。種子散布量のモニタリングではミズキ科のミズキ（Cornus controversa）

を対象とした。調査の結果、伐採を行わなかったところでは伐採を行ったところに比較し、種子散布量が多かった（図

14）。これは耕作放棄水田に生育していた成木による止まり木効果が関係していると考えられる。また、ススキ区は除

草の有無にかかわらず、種子散布が見られなかった。このことは、ススキが優占した草地においては止まり木の不在な

どにより樹木種子の加入が抑えられていることによると考えられるが、今後、より詳細な調査が必要である。

2．1．3　まとめ

　本サブテーマでは、まず無居住化集落の航空写真の離村前後の比較により、耕作放棄後に植栽を行わない場合には植

生高の成長に大きな場所差が存在していたことが明らかとなった。放棄後 40 年程度経過した場所においても植生高の

成長がほとんど確認できなかった場所も多く存在していた。個々のサンプルにおける森林遷移の阻害要因には様々なも

のが考えられるが、2.1.2.3 で示した地権者ヒアリングと現地測定の結果は、放棄前の農地利用形態の違いがその後の

植生遷移プロセスに対して大きな影響を与えていたことを示している。そして、放棄直後に侵入する木本種はヤナギや

ハンノキ等の湿地性の先駆的な種であったことから、水田耕作により生じた湿潤環境が加入を促進していたと考えられ

る。木本種の存在は止まり木効果による種子加入量を増加させることで森林遷移に対する正のフィードバック効果をも

たらすことがこれまで指摘されており、放棄直後の樹木加入に失敗してススキが繁茂した場所においてはその後の樹木

の侵入が長期的に制限されることで代替安定状態が生じているという仮説が考えられる。現在取り組んでいる野外操作

実験はその仮説を検証する上で重要なものである。

　農耕を中心とした従来の土地利用が停止された土地において、その後どのような植生遷移が望ましいかについては、

その後の活用方針に依存する。例えば、近い将来に耕作を再開したいのであれば、木本種の侵入は農地再整備のコスト

を大幅に増大させるため望ましくないだろう。一方、バイオマス燃料採取の場として土地利用の転換を行うのであれ

ば、木本種の速やかな加入と成長はむしろ望ましいことである。いずれを目指すにしても、人口減少下では土地管理の

省力化が農林業の経営において欠かせない。生態系のフィードバックメカニズムを理解することは、放棄前後のわずか

な手入れによりその後の植生を誘導できる可能性を開くと考えられる。

引　用　文　献

1） Navin Ramankutty Jonathan A. Foley (1999). Estimating historical changes in global land cover: Croplands from 1700 to 

図 14	 ミズキ種子散布量に対する優占植生と
伐採・除草処理の影響
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2．2　サブテーマ 2「無居住化が種多様性に与える影響の解明」

2．2．1　広域における無居住化影響の把握

2．2．1．1　目的と経緯

　多くの先進国ではすでに人口減少時代が到来しており、日本においては 2050 年には現居住地域の 20 ％が無居住化

すると予測されている。生物多様性や生態系機能の面から見ると、土地の管理放棄は脅威としてみなされることもあれ 

ば 1, 2）、人為的インパクトから解放されることによる生態系復元の好機とみなされることもある 3）。これまでの研究で土

地の管理放棄が種多様性に与える効果は状況依存性が高く、管理放棄により種多様性が上昇する場合と低下する場合の

いずれもあることが知られている。そのような状況依存性を生じる要因として気候条件の関与が予想されているが 4）、

幅広い気候帯で管理放棄の影響を比較可能な形で検証した研究はほとんどない。

　人口減少および管理放棄と密接なかかわりを持つ分類群としてチョウ類および維管束植物が挙げられる。これらの分

類群に含まれる多くの種がレッドリストに掲載されており、減少要因として管理放棄や遷移の進行等が挙げられる種が

多い。今後数十年スケールにわたって人口減少と管理放棄が広域で進行すれば、「現在ありふれた種がいつの間にかい

なくなる」といった事態や、またその逆に「人為的関与の低下により予期せぬ種が分布拡大する」という事が起こる等、

全国的な生物相変化が起こる可能性が高い。気候条件は管理放棄の影響の状況依存性に空間的なトレンドをもたらし、

それは必要とされる保全策に直結する。したがって、それを明らかにすることは自然共生型の国土利用計画を構築する

上で非常に重要である。

　本研究は、アマチュア廃村研究家の協力の下、廃村の位置情報および離村歴の収集を行い、全国から廃村と有人集落

を含む調査地域を設定する。チョウ類および移管束植物それぞれについてセンサス調査を実施し、無居住化が種ごとの

出現頻度に与える影響を階層ベイズモデルにより検証する。

2．2．1．2　維管束植物

　無居住化は、薪炭採集や草刈り、水稲栽培等の農業活動を中心とする人間活動によって育まれてきた里山的環境を好

む種を消失・減少させる原因になると懸念される 5）。一方、無居住化した地域を自然の遷移にゆだねて自然植生へ移行

させることができれば、人間の開発圧によって劣化した奥山的環境を好む種を回復させる契機となるかもしれない 6）。

本研究では、全国各地の無居住化集落とその近隣の人が暮らす集落の種組成を、指標植物を用いた野外調査によって比

較し、無居住化が植物種の多様性に与える影響を評価した。

2．2．1．2．1　方法

　北海道から九州まで日本各地の無居住化集落とその近隣の居住集落を 71 セット選定して調査地とした。調査地は、

いずれも 1 km の調査ルートを設置可能な大きさの農業集落で、無居住化集落は農業活動がほぼ停止していること、居

住集落は農業活動が行われていること、ひとつの無居住化集落と居住集落のセットでは各集落が 10 km 以内に位置する

ことを条件に選定した。調査地に選定した無居住化集落はいずれも浅原 7, 8）によって確認された集落で、複数の資料（旧

版地形図、ゼンリン住宅地図、全国学校総覧、空中写真、インタビュー）を用いて無居住化後の年数を確認した。

　各調査地には里山景観の代表的な要素（二次林、刈り取り草地、水田、宅地）を通過するおおよそ 1 km の調査区（100 

m × 100 m の方形区 10 個）を設置し、調査区内の歩行可能な道を踏査して指標種の在不在を記録した。指標種には、

各要素の植物群落に特徴的に出現し、植物社会学的群落分類の際に標徴種として用いられる多年生草本と灌木のうち、

広い分布域を持つ種を選定して用いた（表 3）。具体的には、日本植生誌 9-16）の二次林、二次草原、水田雑草群落の付表

においてクラスの標徴種として記録されている種の中から、広い分布域を持ち、調査時期の秋季に同定しやすい特徴を

持つ多年生草本と灌木を選定し、ブナクラスとヤブツバキクラスの標徴種から選定した種を森林性の指標種、ススキク

ラスの標徴種から選定した種を草原性の指標種、イネクラスの標徴種から選定した種を水田性の指標種とした。指標種

の在不在データは調査地ごとに集計し、1 km の調査区における指標種群別の出現種数と、種別の出現回数（1 km の調
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査区に設置した 10 個の 100 m 方形区のうち生育が確認された方形区数）を求めた。

　無居住化後の時間経過により植物種の多様性の変化の傾向を確認するため、指標種群ごとに無居住化集落と近隣の居

住集落との出現種数の差を集計し、離村後年数との関係を確認した。

　無居住化の影響を受けて種の出現頻度が増減する傾向のある種を抽出するため、種の出現回数を目的変数に、無居住

化の有無を固定効果の説明変数とし、地域差（道東～九州南部の 19 地域）と地点差（71 地点）の変量効果の説明変数

とする階層ベイズモデルを作成した： 

　　　　　　　　　yij ~ Binomial (pij, y0ij)

　　　　　　　　　logit (pij)=βinti + βcovi × Xij + εrik + εsij

　ここで、yij は種 i の地点 j における出現回数、y0ij は種 i の地点 j の調査区数、pij は種 i の地点 j における出現確率、
βinti は種 i の切片、βcovi は種 i の無居住化の有無に対する回帰係数、Xj は地点 j の無居住化の有無（1/0）、εrik と εsij

はそれぞれ、種 i の地域 k（道東～九州南部の 19 地域）と地点 j（71 地点）におけるランダム切片を表す。

　各係数の事後分布の推定は、指標種グループ（水田性／草原性／森林性）ごとに、RStan 2.17.3 を用いて行った。こ

のとき、切片 βinti と回帰係数 βcovi の事前分布には平均値 0 で標準偏差 s の正規分布を、階層事前分布の指標種群で共

通の標準偏差 s の事前分布（超事前分布）には 0< s <104 の一様分布を、ランダム切片 εrik の事前分布には平均値 0 で

標準偏差が sr の正規分布を、階層事前分布の種 i に共通の標準偏差 sr の事前分布（超事前分布）には 0< sr <104 の一様

分布を、ランダム切片 εssj の事前分布には平均値 0 で標準偏差が ss の正規分布を、階層事前分布の種 i および地域 k に

共通の標準偏差 ss の事前分布（超事前分布）には 0< ss <104 の一様分布を適用した。ここで、無居住化の有無に対す

る回帰係数 βcovi の事後分布の 95% 信用区間にゼロを含まない種を、無居住化の影響を受ける種とみなして整理した。
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 Lindernia procumbens 
 Monochoria vaginalis 
 Sagittaria trifolia 
 Rotala indica 
 Alisma canaliculatum  

 Monochoria korsakowii  
 Sagittaria pygmaea 
 Dopatrium junceum 

  

  

 Miscanthus sinensis 
 Geranium thunbergii 

 Agrimonia pilosa. var. japonica 
 Aster microcephalus var. ovatus 

 Rubus parvifolius 
 Potentilla freyniana 

 Eupatorium makino 
 Solidago virgaurea subsp. Asiatica 

 Lysimachia clethroides 
 Aster ageratoides Turcz. var. ageratoides / Aster semiamplexicaulis 

 Thalictrum minus var. hypoleucum 
 Hypericum erectum 
 Aster scaber 
 Sanguisorba spp. 

 Adenophora triphylla var. japonica 
 Gentiana scabra var. buergeri 
 Potentilla fragarioides var. major 
 Polygonatum odoratum var. pluriflorum  
 Synurus pungens 

 Swertia japonica 
 Artemisia japonica 

 Patrinia scabiosifolia 
 Platycodon grandifloras 

  

  

  

 Chloranthus serratus 
 Disporum sessile 

 Disporum smilacinum 
 Tricyrtis affinis 

 Cimicifuga simplex 
 Tripterospermum japonicum 

 Maianthemum japonicum 
 Koyamacalia delphiniifolia 
 Trillium spp. 

 Polygonatum falcatum 
 Pertya scandens 
 Polygonatum lasianthum 

 Polygonatum macranthum 
 Panax japonicus 

 Paris tetraphylla 
 Ainsliaea acerifolia var. subapoda 

 Syneilesis palmata 

表 3　指標種一覧
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2．2．1．2．2　結果と考察

（1）居住集落と無居住化集落における植物種の出現パターン

　居住集落と無居住化集落の現地踏査によって出現した指標種の種数を指標種群ごとに集計した（図 15）。

  

  

 Rubus buergeri 
 Ophiopogon japonicus 

 Carex lenta 
 Ardisia japonica 

 Ardisia crenata 
 Nandina domestica 

 Alpinia japonica 
 Liriope muscari 

 Liparis nervosa 
 Ainsliaea apiculate 

 Ophiopogon planiscapus 
 Damnacanthus indicus var. indicus 

 Pollia japonica 
 Rohdea japonica 

 Marsdenia tomentosa 
 Ardisia pusilla 
 Goodyera schlechtendaliana 

 Cymbidium goeringii 
 Ophiopogon japonicus var. umbrosus 

 Kadsura japonica 

表 3　指標種一覧（続き）
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図 15　居住集落（左上）と無居住化集落（右下）における指標種の出現種数
（全国 71カ所 145 集落（居住 :71;	無居住 :	74）各 1km踏査）
（a）水田性指標種 ;（b）草原性指標種 ;（c）森林性指標種
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　水田性の指標種は、居住集落での出現は確認されたが、無居住化集落ではほとんど出現しなかった。無居住化集落で

水田性の指標種が確認された 3 か所のうち 2 か所は水稲が作付けされている水田が一筆存在していた集落で、水田性の

指標種はその耕作水田で出現した。水稲が耕作されていない水田（放棄水田）は多くの集落で見られたものの、水田性

の指標種の生育が確認されたのはひとつの集落の一筆の放棄水田のみだった。

　草原性の指標種は、居住集落でも無居住化集落でも出現したが、出現パターンは異なった。居住集落では道南や東

北、東山、中国や九州北部に草原性植物の種の多様性が豊かな地域が存在していたが、無居住化集落で居住集落と同程

度の種数を維持できたのは東北のみで、東山や中国・九州北部等は種数が減少する傾向にあった。すなわち、無居住化

したときの生物多様性損失の影響の大きさには地域差があり、道南と東北、東山、中国と九州北部は、現在は里山的環

境を好む草原性種の生物多様性を育むホットスポットとしてのポテンシャルを持つが、東北以外の各地域は人口減少に

伴い人間の活動が弱まるとそのポテンシャルを失いがちであることが判明した。生物多様性の損失の影響の大きい東

山、中国、九州の人口減少時代に即した生態系管理方法の開発は喫緊の課題であろう。今後、無居住化後も生物多様性

の減少傾向が弱い東北の離村前後の里山管理方法に着目し、減少傾向が強い他地域との違いを明らかにすることで、ど

んな管理方法が生物多様性の損失を防ぐ鍵となるかを解明し、効果的な生態系管理方法を開発できる可能性がある。森

林性の指標種は、北海道、東北、北陸では、居住集落よりも無居住化集落で出現種数が多くなる傾向にあったが、九州

南部では、居住集落よりも無居住化集落で出現種数が少なくなる傾向にあった。また、道東、道央、東山等、居住集落

で指標種の生育が確認できなかった地域では、無居住化集落でも指標種は確認できなかった。これは、北海道、東北、

北陸では、無居住化後に奥山的環境を好む森林性種の多様性が回復する可能性があるが、地域全体で森林性種が欠けて

いる可能性の高い道東、道央、東山では、無居住化後も森林性種が回復しない可能性があることを示唆する。無居住化

後に自然植生へ移行させ、奥山的環境を好む種を回復することを目指す場合には、当該地域に奥山的自然を好む種が存

在する等の回復のポテンシャルを持っているかを事前に確認し、種が欠けている場合には種の移植・移入方法を検討す

る等、より能動的な生態系管理・誘導計画を立てることが必要である。

（2）無居住化後の経過年数による植物種の多様性の変化

　居住集落と無居住化集落の出現種数の差と無居住化後の経過年数の関係を指標種群ごとに図示した（図 16）。どの指

標種群、どの地域においても、無居住化後年数の経過に伴う出現種数の増減傾向は確認されなかった。農地や半自然草

地等の里山景観では、放棄後の年数に応じた種組成の変化が観察されている 17-19）。本研究で、無居住化後の年数の経過

による植物種の多様性への影響が確認できなかったのは、無居住化後の経過年数が、農地や半自然草地の放棄年数と必

ずしも一致しないことに起因すると考えられる。無居住化集落の離村までの土地利用は、離村直前まで活発に利用され

ていた集落から、数十年かけて徐々に利用されなくなり、離村直前にはほぼ利用が停止していた集落まで様々な履歴を

たどる 7, 8）。ただし、集落が無居住化し、人の営みが完全に消失することは、生活道路を維持するための草刈り等の人

の暮らすうえで必要な最低限の植生管理も消失することを意味し、居住集落における管理放棄よりも、地域の生物相に

与える影響は大きくなる可能性がある。たとえば、水田性種や、西日本の地域における草原性種は、無居住化後集落と

居住集落の出現種数の差がおおむねゼロ以下の値を示していた。特に人間活動が消失することによる里山的環境を好む

種の多様性への影響は、無居住化すると顕在化する可能性が高い。このことから、無居住化後の生態系管理計画は、人

間活動が消失する前から検討を開始し、無居住化が生じた際はすぐに実行に移せるように準備することが肝要であろ

う。
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（3）無居住化の影響を受けて出現頻度が増減する植物種

　種の出現頻度に対する無居住化の変数の係数の事後分布の平均値と 95% 信用区間を指標種群ごとに示した（表 4）。

　水田性の種は、調査で確認された 8 種中 7 種において無居住化の変数の係数の事後分布の 95% 信用区間にゼロを含

まないモデルが得られた。この 7 種（ヘラオモダカ、ミズアオイ、ウリカワ、アゼナ、コナギ、オモダカ、キカシグサ）

は、いずれも無居住化の変数の係数の事後分布の平均値が負の値をとることから、無居住化によって出現頻度が減少す

るとみなすことができる。

　水田性の種は、水稲栽培に伴う攪乱に応じた生活史を持つことで個体群を維持してきたと考えられることから 20, 21）、

水稲栽培に伴う攪乱が生じない環境下では個体群を維持できず消失している可能性が高い。

　草原性の種は、調査で確認された 23 種中 8 種において無居住化の変数の係数の事後分布の 95% 信用区間にゼロを含

まないモデルが得られた。この 8 種のうち、無居住化の変数の係数の事後分布の平均値が負の値をとり、無居住化に

よって出現頻度が減少するとみなせる種は 5 種（ツリガネニンジン、ゲンノショウコ、ノコンギク、アキカラマツ、ミ

ツバツチグリ）、正の値をとり、無居住化によって出現頻度が増加するとみなせる種は 3 種（オカトラノオ、キンミズ

ヒキ、シロヨメナ・イナカギク）であった。

　草原性の種は、薪炭林の林床や、茅場・畦畔・法面等の半自然草地の刈り取り管理によって作られる明るい環境で

個体群を維持してきたことから 22, 23）、無居住化して刈り取りの管理が行われなくなると出現頻度が減少すると予測され

る。この予測のとおり無居住化後に出現頻度が減少した種は 5 種あったが、これとは逆に増加した種も 3 種あった。半

自然草原の管理放棄に伴う植物種の欠落パターンには、いくつかのパターンがあり、放棄後に消失するもの、一度増加

した後に林冠が閉じると消失するもの、樹林化すると増加するもの等があることが報告されている 18）。どういう特性を

持つ種が消失し、どういう特性を持つ種が増加するのかを、種の特性に着目して整理し、種ごとの消長パターンに差が

生じる理由を理解することは、草原性種の保全・管理計画を検討する上で不可欠であり、今後の課題である。

　森林性の種は、調査で確認された 37 種中 11 種において無居住化の変数の係数の事後分布の 95% 信用区間にゼロを

含まないモデルが得られた。この 11 種のうち、無居住化の変数の係数の事後分布の平均値が負の値をとり、無居住化

によって出現頻度が減少するとみなせる種は 4 種（アリドオシ、ハナミョウガ、ナンテン、ジャノヒゲ）、正の値をと

り、無居住化によって出現頻度が増加するとみなせる種は 7 種（ユキザサ、フタリシズカ、エンレイソウ属、キッコウ

ハグマ、サラシナショウマ、ホウチャクソウ、ヤマジノホトトギス）であった。

　森林性の種は、刈り取り等の管理停止後に伴い森林構造が発達していくのに従って 19）、出現頻度が増加すると予測さ

れる。この予測のとおり出現頻度を増加させた種は 7 種あったが、そのうちの 6 種は落葉樹林を指標する種（ブナクラ

図 16　居住集落と無居住化集落の出現種数の差と無居住化後の経過年数
（a）水田性指標種；（b）草原性指標種；（c）森林性指標種
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スの標徴種）であった。すなわち、無居住化後に自然植生への遷移が進行した可能性のある地域は、落葉樹林帯が中心

であることが示唆された。一方、無居住化後に出現頻度を減少した種は 4 種あったが、それらはすべて常緑樹林を指標

する種（ヤブツバキクラスの標徴種）であった。無居住化後に常緑樹林を指標する種が減少するという事象の解釈は難

しいが、減少した 4 種は常緑樹林の指標種であると同時に、宅地や農地周りの垣根や庭先でも生育が確認される種でも

あったことから、これらの種が無居住化後に減少したのは、無居住化後に宅地や農地といった景観要素が消失したこと

に加え、本来の生育地である常緑樹林が発達していないという背景が影響しているのかもしれない。常緑樹林を指標す

る種で、無居住化後に出現頻度を増加させた種が 1 種のみであったことと、宅地にも生育が確認される種が減少したこ

とは、常緑樹林帯である西日本を中心に、無居住化後に宅地跡を含む集落全体が植林地に転換された集落が少なからず

あり、天然林の発達が落葉樹林体よりも進まなかったことに起因している可能性もある。今後、無居住化前後の景観構

造の変化と各種の消長の関係の整理を実施することで、無居住化後に自然植生への遷移を進めやすい景観デザインを提

示できるようになる可能性もある。
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95%  

   

 -9.55 -27.96  -  3.08 
 -8.20 -24.48  -  1.48 

 -7.61 -26.16  -  0.58 
 -6.38 -23.38    1.36 

 -5.13 -  6.86  -  3.84 
 -4.76 -  6.55  -  3.46 
 -4.65 -  7.53  -  2.82 
 -4.39 -  7.06  -  2.54 

   

   

 -0.89 -1.58   -0.27 

 -0.68 -0.97   -0.41 

 -0.68 -0.93   -0.43 

 -0.57 -0.92   -0.21 

 -0.41 -0.73   -0.09 

 -0.39 -1.39   0.54 

 -0.32 -1.48   0.77 

 -0.26 -0.92   0.38 

 -0.21 -0.45   0.04 

 -0.19 -0.46   0.06 

 -0.19 -1.43   1.01 

 -0.15 -0.91   0.63 

 -0.14 -1.15   0.83 

 -0.07 -0.39   0.24 

 -0.06 -0.79   0.68 

 -0.03 -1.12   1.05 

 0.03 -0.52   0.59 

 0.14 -0.69   1.02 

 0.16 -0.14   0.45 

 0.34 -0.02   0.74 

 0.54 0.18   0.89 

 0.99 0.76   1.24 

 1.07 0.72   1.42 

   

   

*  -1.31 -2.75  -0.02 

*  -1.31 -3.20   0.30 

*  -1.16 -1.96   -0.39 

*  -1.05 -1.72   -0.41 

*  -1.05 -1.55   -0.55 

 -1.01 -2.10   0.05 

*  -0.88 -2.17   0.29 

*  -0.76 -2.62   0.99 

*  -0.52 -2.51   1.24 

*  -0.28 -0.72   0.14 

*  -0.24 -1.53   0.99 

*  -0.05 -0.97   0.92 

 0.01 -1.42   1.54 

*  0.03 -0.35   0.40 

*  0.12 -0.35   0.61 

95% *  

表 4　指標種別出現頻度予測モデルにおける無居住化の変数の係数の事後分布の平均と 95%信用区間
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（4）無居住化後の植物の多様性の適切な管理を目指して

　本研究では、無居住化した集落とその近隣の居住集落における指標植物の生育状況を、国土レベルで定量的に調査す

ることで、無居住化が植物相におよぼす影響とその地理的パターンを把握した。その結果、無居住化による植物の生物

多様性損失の影響の大きさには地域差があること、無居住化後の植物種の動態は、里山的環境を好む種が減少し、奥山

的環境を好む種が増加するという典型的な遷移系列では説明できない場合があること、地域全体で奥山的環境を好む

種が欠けている場合もあり、その場合には遷移の進行は期待できなさそうなことが明らかになった。集約的に利用さ

れてきた農地が、放棄後に「農地景観の生態系」でも「自然植生の生態系」でもない、「いままでにない生態系（novel 

ecosystem）」に陥ってしまうことは各地で報告されているが 24）、無居住化集落の生態系も、これに陥っている可能性が

高い。「いままでにない生態系」に陥ってしまった無居住化集落の生態系を、伝統的な里山管理によって育まれてきた

生態系に誘導するのか、あるいは、天然林等の自然植生によって育まれる生態系に誘導するのか、については、対象集

落および周辺地域に残存する生態系の構成種を確認しつつ、どちらの生態系に誘導することがより望ましいかを判断し

た上で、目標生態系を実現するための管理・誘導策を実施していくことになるだろう。人口減少時代を迎えた我が国で

は、国土計画を考える際に、人が去る地域の生態系のポテンシャルの評価、管理・誘導計画の策定、管理・誘導計画の

実施体制の整備まで一括して実施する体制を構築することが求められている。

2．2．1．3　チョウ類

2．2．1．3．1　方法

　日本各地の無居住化集落と有人集落を含む地域を 18 地域選定し、そこに含まれる集落においてチョウ類のセンサス

調査を実施した。各地域の代表集落の年平均気温は表 5 に、対象地域の位置は図 17 に示した。地図上のドットは表 5

の列「地域」に対応している。すべての地域で無居住化集落は 34 カ所、有人集落は 30 カ所となった。無居住化集落の

無居住化してからの経過年数は 8 ～ 53 年の幅をもつが、28 カ所の集落は 20 年～ 50 年の間に含まれた。

 
 

95%  
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 0.86 0.38   1.37 
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 1.15 0.14   2.29 

 1.17 0.74   1.64 

*  1.44 -0.11   3.16 

 2.06 0.93   3.38 

95% *  

表 4　指標種別出現頻度予測モデルにおける無居住化の変数の係数の事後分布の平均と 95%信用区間（続き）
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表 5　調査対象集落一覧
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表 5　調査対象集落一覧（続き）
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　チョウ類群集は季節変動が大きく、調査時期が出現する種組成や頻度に影響を与える可能性がある。調査時期の効果

を共変量として考慮し、注目する無居住化および気候の効果をバイアスなく推定するため、北海道の 3 地域（滝川・名

寄・滝上）と宮崎・愛媛の計 5 地域で時期を変えて調査を 2 度行った。各集落の全体にできるだけ偏りなく調査地点を

設定し、各調査地点において 5 分間、出現した蝶の種を目視で確認して種名を記録用紙に記載した。調査地点の数は各

集落の空間的な広がりを考慮して 10 ～ 16 回反復して実施した。

　気象条件の異なる多く地域を含んだ広域で管理放棄がチョウ類群集に与える影響を明らかにするため、管理放棄の影

響が種ごとの生息地特性でどのように異なるかを調べること、そして管理放棄による生物多様性の低下のリスクを評価

することを目的として階層モデルを構築した。検出回数を Y、繰り返し数を N、無居住化、気温、調査月それぞれの説

明変数を ABAN、TEMP、MONTH、係数を β、ランダム効果を ρとして下記のモデルを構築した。

　Yij ~Binomial(Nj, pij)

　logit(pij) = β0i + β1iABANj + β2iTEMPj + β3iMONTHj + ρreg(j)

　なお、無居住化の説明変数 ABAN については、事前に WBIC によるモデル選択の結果、無居住化後年数よりも無居

住化の有無がより適していることが明らかだったため、それを採用した。

　さらに、種ごとの無居住化の効果 β1i は正規分布に従い、その平均値 μβ1i は種の生息地特性 H の線形モデルとした。

　μβ1i = α0+α1Hik,

　事後分布のサンプリングは Stan 2.14.1 で行った。

図 17　調査対象地域の位置
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2．2．1．3．2　結果と考察

　出現した 52 種のうち、13 種が無居住化に対して負の効果を示していたのに対し、正の効果が検出されたのは 5 種に

とどまっていた（表 6）。生息地特性の効果は、市街地、公園、農地、草地が負、林縁、森林が正であった。

　このような無居住化による負の効果の卓越は、管理放棄により食草となる植物の衰退によって生じたと考えられる。

農地や住宅周辺の定期的な草刈により背丈の低い草本植物が維持されてきたが、無居住化によりススキ等の一部の草本

植物が繁茂した結果、それらの植物に依存するチョウ類の多くが衰退したと考えられる。また、ススキの繁茂により吸

蜜源となる植物の多様性の低下が生じ、それもチョウ類の多様性に負の効果をもたらしたと考えられる。一方で、森

林・林縁性の種については、元来多様な景観要素からなる農村景観においては生息地が存在しており、さらに無居住化

後数十年程度では森林性の植物の拡大や多様性の回復は限られていたため、限られた種しか増加がみられなかったと考

えられる。

表6	 無居住化の効果の正負。95%信用区間が負の範囲に
含まれたものは－、正の範囲に含まれたものは＋で示
した。空欄は95%信用区間が0をまたいでいたもの。
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2．2．2　無居住化影響の広域評価手法の開発

2．2．2．1　目的と経緯

　生物多様性国家戦略においては、自然共生社会における国土のグランドデザインに関する「100 年計画」として、「総

人口の減少により国土の利用に余裕を見いだせる中で、（中略）地域固有の自然や文化に根ざした個性的で魅力的な地

域づくりを通して地域の自立的発展を目指す」としている。それを実現する上で、管理放棄による生物多様性への負の

影響（生物多様性第 2 の危機）を最小限に抑え、利用圧の低下による生物多様性第 1 の危機の緩和を生かした国土利用

計画を構築する必要がある。本研究は、それに向けた広域評価として「どの地域で人口減少が生物多様性にとってマイ

ナスであり、どの地域でプラスなのか」を明らかにする。

2．2．2．2　方法

　2.2.1.3.2で得られた結果をもとに、（野外調査で出現しなかった種を含む）日本に生息するチョウ類各種について、生息

地特性から無居住化の効果量を予測した。無居住化の効果量が正の種と負の種を分け、チョウ類の 3 次メッシュ分布 25） 

を用いて 3 次メッシュごとに無居住化の正の効果を受ける種と負の効果を受ける種それぞれの効果量の絶対値を積算し

た（図 18、19）。

2．2．2．3　結果と考察

　無居住化の正の効果と負の効果は相関が比較的高く（r=0.64）、これは国内におけるチョウ類のα多様性の地域差に

起因すると考えられた。無居住化の負の効果は正の効果に比べてオーダーが 1 つ大きく、どの場所においても負の効果

が卓越するという結果となった。特に平野の周辺部で農地が広がっているような地域では、正の効果に対して相対的に

負の効果が特に大きかった。無居住化が種多様性に与える影響の大きさを評価するには、歴史的な土地利用や気候変動

の履歴により形成された生物群集がもつ種特性の偏りを考慮することが重要であると考えられる。

図 18　無居住化の正の効果量の積算値（北海道の例）
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2．2．3　人口分布を考慮した実現可能性の高い里山保護区選択手法の開発

2．2．3．1　目的と経緯

　里地・里山において人間の管理のもとに成立した二次的自然は、中山間地の人口減少等による利用の中止、管理放棄

によって変化しつつある。そうした変化が生物にとってプラスの影響を与える場合、マイナスの影響を与える場合があ

ることは、本プロジェクトの中でも明らかとなってきた。

　温暖で湿潤な気候の現在の日本列島では、高山帯等のごく一部の地域をのぞいて、人手が入らないと長期的には森林

が覆う。1 万年前までの最終氷期まで、日本はより冷涼で乾燥した気候であった。最終氷期終了後、しだいに草原から

森林、あるいは落葉樹林から常緑樹林への変化が起こった。いっぽう、農耕、伐採等の人間による管理がこうした植生

遷移の進行を抑制し、気候変動にともない生息適地が狭められた植物に避難場所を提供してきた面がある。そうした種

は、特に草原性の種を中心に少なくない。

　これらの植物をその生育地で保全するには、通常の保全で想定されるような人為の排除による保護ではなく、積極的

な関与が必要となる。しかし、人口分布の変化によって従来のような管理が行われなくなったすべての里地で対策を講

じるのは現実的ではない。優先して里地的管理の継続ないしはその代替策を講じる地域を選定することが必要となる。

　本研究では、特に国内の絶滅危惧維管束植物のうち、その個体群の減少要因として人間による管理の放棄が原因とさ

れる種に注目して、それらの種を、必要対策地域の面積および各地域での保全コストの観点から効率よく保全するため

の優先対策地域の選定を試みた。

2．2．3．2　方法

　日本植物分類学会が全国で分布と個体群の状態の調査を行った維管束植物の絶滅危惧種のうち、その減少原因として

管理放棄があげられている種（全 297 種）を保全対象として想定した。これらの種について、標準地域メッシュの二次

メッシュ（第二次地域区画、ほぼ 10 キロ四方）ごとの個体数の見積もりに基づく 5 段階の評価値を入力データとした。

図 20 に、各区画で分布が報告されている保全対象種の種数を示す。

図 19　無居住化の負の効果量の積算値（北海道の例）
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　保全優先地域の選択には、自然共生研究プログラム（2016 ～ 2020 年度）において開発中の、保全優先地域の選択ツー

ル SecSel を利用した。SecSel は、多様な保全対象（種、生態系等）を満遍なく保全するように、保全優先地域をデザ

インする。各生物多様性要素について、保全優先度が相対的に高い区画をあらかじめ設定した区画数だけカバーするよ

うに保護区を選択する。区画間での相対的な優先度のみが必要なので、各要素の評価データは順序尺度であればよい。

また、対象地域ごとのコストの大小のデータが与えられれば、低コストの保全地域を選択できる。コストも順序尺度以

上で評価されていればよい。

　保全コストについては、人口が少ないところほど、人手による日常的な管理による里地生態系とそれに依存した種の

維持が困難でありコストがかかると仮定し、区画内の人口密度の逆数をコスト関数とした。SecSel ではコストは順序変

数として評価するので、人口の増加に対して単調に減少する関数であればよく、関数形は保護区の選択結果に影響しな

い。

　保全対象種 297 種は、それぞれ平均して 44 区画に分布していた（最大 422 区画、最小 1 区画）。SecSel を用いて、全

種について高評価の個体群を 3 ヶ所以上含むように保護区を選択した。ただし分布が 3 ヶ所以下の 30 種についてはす

べての分布区画を含むこととした。これら 30 種のうち 1 ヶ所のみに分布する種が 9 種、2 ヶ所に分布する種が 12 種で

あった。その際、保全効果が同程度の区画が複数個ある場合には、より保全コストが低い＝人口密度が高い区画を優先

的に選択した。

　SecSel では、保全効果が同点の保護区候補が複数ある場合には、そのなかからランダムに保護区を選択する。そのた

め、繰り返しごとに異なった保護区のセットが出力され得る。そこで、100 回の試行を行い、試行ごとに選択される区

画を記録し集計した。

2．2．3．3　結果と考察

　100 回の試行により、平均して 412 区画が保全優先区画として選択された（図 21）。これらの区画で保全策を実施す

れば、保全対象種すべてについて、高評価の個体群を 3 ヶ所以上（ただし出現区画が 3 区画未満の 21 種についてはす

べての出現区画）を含む区画で保全できることになる。これは、日本全体の約4800区画の1割足らずに相当する。なお、

100 回の試行で 1 度でも選ばれたのは 589 区画であり、これらは保全対象の候補となる。また、307 区画はどの試行でも

選ばれた。これらは他の区画により代替することが困難で、特に優先的に保全対象とするべき区画であると考えられる。

図20　二次メッシュの区画ごとの絶滅危惧維管束植物の分布種数
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　人口密度の低さを、管理放棄が脅威要因となっている種の保全策の困難さの指標として、より管理が容易な区画を優

先して保護区画に選択した結果を図 22 に示す。全種について保全目標を達成するために必要な区画数は平均 419 区画

であり、コストを考慮しなかった場合の 412 区画と比べて 2% 足らず多くの区画が必要となった。また、100 回の試行

のうちで 1 回でも選ばれた区画の数は 421 区画で、試行ごとの対象区画の入れ替わりがほとんどないという結果となっ

た。これは、コストの指標が人口密度という連続変数の逆数を使っており、ほぼすべての区画のペアにおいて、どちら

が低コストかが明確に決まり、偶然による保全対象区画の入れ替わりが生じる余地が極めて小さいためであると考えら

れる。コストについても、植物の個体群の評価と同様に数段階のクラスにまとめて評価すれば、選択される区画は試行

ごとに変動すると予想される。

　ここまでの解析では、管理放棄がマイナスの効果を及ぼす可能性が高い種の保全を考えた。一方で、管理放棄による

森林化がプラスの効果を及ぼす種もあるはずである。それは、維管束植物に限らず、昆虫等を含む動物についても同様

である。放棄により森林化に任せる、あるいは積極的に森林化を進めることの効果の検証が進めば、管理による保全、

放棄・森林化による保全をどのように配置するのが適切かを検討することも必要になる。SecSel では、同一地域では

両立しない保全対象がある場合に、両者のバランスを取りながら、各区画で何を保全するかを提示することも可能であ

る。管理による植生遷移の抑制と、管理放棄による森林化は同所的には両立しない。どの地区でどちらに重点を置くの

が適切かを示すことで、現実的な保全と土地利用デザインにつなげることができる。

図 21	 各種それぞれ高評価の個体群が分布する区画が 3つ以上
保全されるように、保全対象区画を選択した結果。

	 100 回の試行を行って、そのうち各区画が選ばれた回数
をマップで示した。
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2．2．4　まとめ

　本サブテーマでは、日本各地の無居住化集落とその周辺の有人集落においてチョウと維管束植物を対象としたセンサ

ス調査を実施し、出現頻度の比較から無居住化が種多様性に及ぼす正・負の効果を明らかにした。その結果、種の生息

地特性によって負の影響は大きく異なることが明らかとなった。チョウについては、草原・農地・市街地等の人間によ

る管理によって維持されている生息地を利用する種が無居住化の負の影響を受ける傾向があったが、森林や林縁等を利

用する種に対する正の影響は明瞭ではなかった。維管束植物については、水田を生息地とする種が極めて大きい負の影

響を受けていたが、草原性植物や森林性植物については正の影響を受けていた種と負の影響を受けていた種の両方が含

まれていた。全体としては無居住化の負の影響は正の影響に比べて不釣り合いに大きい傾向があった。このような大き

な負の影響は、放棄前の集落景観に含まれていた水田・畑地・居住地・草地等の景観要素が放棄により消失または変質

し、景観が均一化したことに起因すると考えられる。また、ここで推定した生息地タイプ別の無居住化影響と広域の生

物分布図を組み合わせて、無居住化影響の広域評価手法を開発した。さらに、管理放棄の負の影響が想定される種群を

対象とした、人口減少の観点から実現可能性の高い里山保護区のセットを選択する手法を開発した。それを絶滅危惧維

管束植物に適用したところ、人口減少による潜在的な担い手の減少を考慮しても、全種の主要な生息地を最低限カバー

するのに必要な保護区の面積は大きく変化しないことが明らかとなった。

　これらの結果から、無居住化の進行は里山景観を利用する生物相に対して広域にわたり大きな影響を与え、少なくと

も数十年の時間スケールで種多様性の低下をもたらすと考えられた。しかし、その影響は場所差が大きいため、それを

適切に把握し将来の土地利用計画に役立てることができればその影響を緩和することが可能と考えられる。また、管理

放棄の影響を受ける絶滅危惧種に対しては、種の分布の重なりや人口減少の空間パターンに基づく効率的な保護区選択

を活用することで、効率的かつ持続可能な保全成果を得られることができるだろう。

図 22	 保全コストを考慮しながら、各種それぞれ高評価の個体
群が分布する区画が 3つ以上保全されるように保全対象
区画を選択した結果。100 回の試行を行って、そのうち
各区画が選ばれた回数をマップで示した。2005 年時点
の区画ごとの人口密度の逆数をその区画での保全策実施
のコストの指標と考え、コストを抑制するように保全対
象区画を選択した。
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2．3　サブテーマ 3「人口減少時代の生物多様性・景観広域シナリオの構築」

2．3．1　生物多様性影響の広域シナリオ

2．3．1．1　目的と経緯

　2050 年には人口が 1 億人を下まわり、現居住地域の 2 割が無居住化すると試算されている。人口減少に伴って都市

や人間の居住地域の再編が必要不可欠とされており、低炭素社会の実現に向けては中核都市に人口を集中させるコンパ

クトシティが望ましいと考えられている。一方、コンパクトシティ化によって人間の居住範囲はさらに大きく縮小する

ため、無居住化が生物多様性に与える負の影響がより強調される可能性がある。本課題においては、2.2.2 で明らかに

した 3 次メッシュ単位の無居住化影響評価と偏在化・均一化人口シナリオ 1）を組み合わせ、地域内人口分布シナリオに

対応した生物多様性影響の広域シナリオを構築する。

2．3．1．2　方法

　偏在化・均一化人口シナリオにおいて 2010 年に居住人口が存在し、2050 年までの 5 年ごとに無居住化する（居住人

口が 0.5 人未満となる）3 次メッシュを抽出した。そのメッシュにおける無居住化影響の正負の大きさを積算し、時系

列で比較を行った。この値は、無居住化に伴う 3 次メッシュ・種単位の出現頻度の増減率の対数値の和であり、同様の

計算手法に基づく Living planet index 2）を無居住化影響の評価に拡張したものである。したがって、より広域で多くの

種が増加・減少する場合にその絶対値は大きくなる。なお、本報告書においては一例として北海道における適用例を示

した。

2．3．1．3　結果と考察

　北海道においては、総人口の減少が全国平均と比較してより急速に生じるとみられており、2040 年には 2010 年比で

76.1% まで減少すると推計されている。しかしながら、市町村別の総人口の減少を固定してもなお、人口分布の誘導に

よりそれに伴う生物多様性への負の影響が相当緩和されることが明らかとなった。図 23 は、偏在化・均一化人口シナ

リオそれぞれについて評価した無居住化影響値を正負別に示したものである。均一化シナリオでは、偏在化シナリオで

生じる正の影響が少なかったものの、それに増して負の効果の緩和が大きいことが明らかとなった。

　全国評価においても定性的には北海道と同様の傾向を示しており、人口分布を均一に誘導することは無居住化に伴う

生物多様性の損失に対する有効な緩和策となりうると考えられる。

　人口分布を均一に誘導することは、新興感染症に対して頑強な社会を形成することや、居住地選択や働き方に対する

図 23　人口偏在化・均一化シナリオのもとでの無居住化影響値の時間変化（北海道）
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多様な選択肢をもたらすというメリットがあるが、移動にかかるエネルギー消費が増大するというデメリットもある。

したがって、地域バイオマス等の再生可能エネルギーの利用を進め、低炭素社会との両立を図るための社会変革を同時

に進める必要があると考えられる。

2．3．2　土地被覆シナリオの構築とそのオープン化

2．3．2．1　目的と経緯

　日本では、今後数十年の間に急激に人口減少が進むことが予測されている。急激な人口減少は、農村と都市の両方で

土地利用パターンに影響を及ぼすと考えられ、その結果、生態系機能や生態系サービスが変化することが予想される。

　一方で、ある地域の総人口が同一であっても、地域内の人口分布には様々なパターンが存在し、土地利用変化にも異

なる影響を及ぼしうる。地域内人口分布と連動した土地利用シナリオは、人口減少に伴う土地利用変化による負の影響

を軽減し、土地利用再編の新たな機会を利用するための地域内人口分布の誘導戦略を立てるうえで重要な役割を果たす

と考えられる。

　環境 GIS「土地利用シナリオ」は、環境 GIS「地域内人口分布シナリオ」における地域内人口分布の偏在化（集約化）

および均一化（分散化）シナリオに対応した土地利用シナリオを開発した結果を GIS 地図として閲覧できるようにし

たものである。

2．3．2．2　方法

　国土交通省の国土政策局国土情報課が公開している国土数値情報「土地利用 3 次メッシュデータ」3）のうち、5 種類

の土地利用（水田、森林および荒れ地、建物用地、その他の農用地、その他の用地）について、3 次メッシュごとに全

国国勢調査が実施された年（1980, 1985, 1990, 1995, 2000, 2005, 2010 年）と対応するように IDW 法を用いた時間的内挿

処理を行った。この時間的内挿処理後の値を目的変数とし、全国国勢調査 3 次メッシュデータ 4）を含む 11 種類の説明

変数（表 7）を用いた機械学習法によるモデルを構築した。将来の人口シナリオについては、環境 GIS「地域内人口分

布シナリオ」における地域内人口分布の偏在化（人口集中化）および均一化（人口分散化）シナリオをダウンロードし

て用いた。半径 5 km 以内の人口、半径 10 km 以内の人口についてはダウンロードしたデータを集計して用いた。モデ

ルを用いた予測には、1 時期（5 年）前の土地利用データが必要となるため、1 時期の計算を実施したのちに、その予

測値を用いて次の時期の計算を実施する、といった逐次的な計算を行った。土地利用シナリオ構築のフローを図 24 に

示す。
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表 7　土地利用モデルの構築に用いた説明変数一覧

図 24　土地利用シナリオ構築のフロー
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2．3．2．3　結果と考察

　検証用データとモデルによる予測値を比較した結果、全ての土地利用タイプに対しておおむね高い相関を示してい

た（表 8）。人口集中化シナリオおよび人口分散化シナリオにおける将来（～ 2050 年）の 5 種類の土地利用の総面積を

図 25 に示す。水田およびその他の農用地は、将来減少傾向となり、人口集中化シナリオにおいてより急激に減少する

と予測された。森林および荒れ地は、2020 年までは増加し、その後人口集中化シナリオでは引き続き増大する一方で、

人口分散化シナリオではいったん減少し、再び増加すると予測された。建物用地は、人口集中化シナリオでは 2025 年、

人口分散化シナリオでは 2030 年まで増加したのち、減少すると予測された。その他の用地は、2050 年まで増大すると

予測された。人口分散化シナリオよりも、人口集中化シナリオのほうでより大幅な増加が予測された。この土地利用シ

ナリオの詳しい解説については、Ohashi et al.7）に掲載されている。

表 8	 5 種類の土地利用モデルの予測誤差の指標（ピアソンの相関係数（Pearson’s	r）、平均絶
対誤差（MAE）、平均二乗誤差（MSE）および	平均平方二乗誤差（RMSE））

図25　人口集中化シナリオおよび人口分散化シナリオにおける将来（～2050年）の5種類の土地利用の総面積
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2．3．3　気候変動と人口減少を考慮した土地被覆シナリオ構築手法の開発

2．3．3．1　目的と経緯

　土地利用の変化は生物多様性の消失等の様々な負の影響をもたらしうる。将来の土地利用変化を予測することは生物

多様性や生態系サービスへの潜在的脅威を提示することができ、土地利用計画や生物保全戦略に重要な情報を提供する

ことになる。先行研究で土地利用変化予測を行ったものでは政策の影響を分析したものが多い。しかし、将来の気候変

動や人口変動の影響を考慮したものは限られている。従来のアプローチでは土地利用と気候値・人口値の関係のような

複雑な関係を扱うことができなかったことがその一因である。

　本研究では複雑な関係性にも適用可能な機械学習的なアプローチをとり、土地利用の予測を行った。本研究では水

田、その他農地（水田以外の耕作地）、森林、荒地、建物用地、その他人工物用地を対象にモデルを構築した。はじめ

に過去（1985 年から 2005 年）の土地利用の変化と気候変動・人口変動の関係を分析し、モデル構築を行った。次に構

築したモデルに将来気候シナリオおよび人口シナリオを投影し、2100 年までの土地利用予測を行った。

2．3．3．2　方法

　本研究では日本全土を対象とした。分析の単位は 3 次メッシュとした。3 次メッシュとは約 1 km2 の格子に全国を区

分したもので、各区画には固有番号が与えられている。本研究で分析した各土地利用のデータは国土数値情報から入手

した。同データベースでは 3 次メッシュにおける 11 タイプの土地利用について面積が記録されている。本研究では 11

タイプの土地利用を以下 8 タイプ（水田、その他農地（果樹や牧草地を含む）、森林、荒地（裸地、沼地等）、建物用地、

その他人工物用地、交通物（道路や鉄道）、水面）にまとめた。これらのデータはそれぞれ 1976 年、1987 年、1991 年、

1997 年、2006 年のものが入手可能であった。これらを説明変数が取得された年代（1985 年、1990 年、1995 年、2000 年、

2005 年）と対応させるために逆距離加重法を用いて内挿した。交通物や水面に気候変動や人口変動が与える影響を予

測するのは困難と考えられたため、本研究ではこれら 2 つの土地利用タイプは分析の対象としなかった。

　本研究では（1）暖かさの指数（月平均気温から 5 ℃引いた値の積算値。以下、WI）、（2）最寒月最低気温（以下、

TMC）、（3）夏季降水量（以下、PS）、（4）冬季降水量（以下、PW）を気候値として採用し、説明変数とした。これら

の値は気象庁のメッシュ気候値から入手した。

　本研究では国勢調査から人口値を入手した。人口値は各メッシュ内の値（以下、Pop1 km）および周辺 5 km、10 km

の人口値を集計し（以下、Pop5 km、Pop10 km）、説明変数とした。

　本研究ではさらに地理的要因とし、緯度、経度、標高、起伏、傾斜、地形を説明変数とした。人間による土地改変は

長期に渡って土地利用に影響を与えると考えられるため、過去の人為による土地利用（5 年前の建物用地とその他人工

物用地の合計）も集計し、説明変数とした。

　本研究では Random Forest を用いてモデル構築を行った。Random Forest とは決定木を弱学習器とする機械学習アル

ゴリズムである。Random Forest ではランダムにサンプリングされた学習データを用いて、学習した多数の決定木を使

用する。本研究では全データの 2/3 を学習データとし、残りの 1/3 を検証用データとした。本研究は統計ソフト R の

h2o パッケージを用いて分析を行った。
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　本研究では上記で構築したモデルに気候シナリオと人口シナリオを投影し、2100 年までの土地利用を予測した。気

候シナリオとし、RCP シナリオを利用した（RCP2.6、4.5、8.5）。これらの値は 26 個の GCM（表 9）からそれぞれ計

算された。人口シナリオとし、人口分布パターンシナリオ（偏在化、均一化）を用いた。

2．3．3．3　結果と考察

　モデルの精度を表 10 にまとめた。たとえば、観測地とモデルから推定された予測値の相関係数をみると、Peason＇s  

r=0.89 ～ 0.98 と高い精度で予測されていたことがわかる。

 

GCM
bcc-csm1-1 Beijing Climate Center, China Meteorological Administ °8.2 ×°8.2anihC ,noitar
bcc-csm1-1-m Beijing Climate Center, China Meteorological Admini °1.1 ×°1.1anihC ,noitarts

°8.2 ×°8.2anihC ,ytisrevinU lamroN gnijieBMSE-UNB
CanESM2 Canadian Centre for Climate Modelling and Analysis, Cana °8.2 ×°8.2ad

 ×°9.0ASU ,)RACN( hcraeseR cirehpsomtA rof retneC lanoitaN4MSCC 1.3°
CESM1-CAM5 National Science Foundation, Department of Energy, National Center for Atmospheric Research 1.0°× 1.0°
CNRM-CM5 Centre National de Recherches Meteorologiques, Meteo France, France 1.4°× 1.4°
CSIRO-Mk3-6-0 Australian Commonwealth Scientific and Industrial °9.1 ×°9.1ailartsuA ,noitazinagrO hcraeseR
FGOALS-g2 Institute of Atmospheric Physics, Chinese Academy of S °0.3 ×°8.2anihC ,secneic

8.2 ×°8.2anihC ,AOS ,yhpargonaecO fo etutitsnI tsriF ehTMSE-OIF °
°5.2 ×°0.2ASU ,yrotarobaL scimanyD diulF lacisyhpoeG3MC-LDFG

GFDL-ESM2G °5.2 ×°0.2ASU ,yrotarobaL scimanyD diulF lacisyhpoeG

GFDL-ESM2M °5.2 ×°0.2ASU ,yrotarobaL scimanyD diulF lacisyhpoeG

GISS-E2-H National Aeronautics and Space Administration (NASA)/Goddard Institute for Space Studies (GISS), USA 2.0°× 2.5°

GISS-E2-R National Aeronautics and Space Administration (NASA)/Goddard Institute for Space Studies (GISS), USA 2.0°× 2.5°

HadGEM2-AO Hadley Centre for Climate Prediction and Research/Met Office, U °9.1 ×°3.1K

HadGEM2-ES Hadley Centre for Climate Prediction and Research/Met Office, U °9.1 ×°3.1K

IPSL-CM5A-LR Institut Pierre Simon Laplace, France 1.9°× 3.8°

IPSL-CM5A-MR Institut Pierre Simon Laplace, France 1.3°× 2.5°

MPI-ESM-LR °9.1 ×°9.1ynamreG ,ygoloroeteM rof etutitsnI kcnalP xaM

MPI-ESM-MR °9.1 ×°9.1ynamreG ,ygoloroeteM rof etutitsnI kcnalP xaM

MRI-CGCM3 °1.1 ×°1.1napaJ ,etutitsnI hcraeseR lacigoloroeteM

NorESM1-M °5.2 ×°9.1yawroN ,ertneC etamilC naigewroN

MIROC5
Atmosphere and Ocean Research Institute (The University of Tokyo), National Institute for Environmental
Studies, and Japan Agency for Marine Earth Science and Technology, Japan 1.4°× 1.4°

MIROC-ESM
Atmosphere and Ocean Research Institute (The University of Tokyo), National Institute for Environmental
Studies, and Japan Agency for Marine Earth Science and Technology, Japan 2.8°× 2.8°

MIROC-ESM-CHEM
Atmosphere and Ocean Research Institute (The University of Tokyo), National Institute for Environmental
Studies, and Japan Agency for Marine Earth Science and Technology, Japan 2.8°× 2.8°

表 9　本研究で利用したGCMのリスト

表 10　モデル精度の比較
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　次に構築したモデルを用い、2100 年まで土地利用変化の予測を行った。図 26 に日本全国スケールで集計した 2100

年における土地利用面積変化量（km2。2005 年と比較した変化量）を示した。これをみると分析対象とした 6 つの土地

利用のうち、その他農地・森林・荒地では RCP シナリオ間で差が大きいことがわかる。すなわち、上 3 つの土地利用

には気候変動の影響が顕著に表れると予測された。特にその他農地に関しては RCP2.6 で面積が減少すると予測された

が、RCP8.5 では増加に転じることが予測された。作物栽培適地への気候変動の影響を分析した先行研究では、温暖化

に伴い中・高緯度地帯で適地面積が増加すると予測されており、本研究の結果はこれと一致する。一方、水田・建物用

地・その他人工物用地についてみると、RCP シナリオ間に大きな違いはみられなかった。他方、人口シナリオ間で変

化面積に違いがみられた。すなわち、これら 3 つの土地利用については気候変動の影響は限定的で、人口変動の影響を

より受けやすいと示唆された。

　しかしながら、水田に関して地域別により詳しい分析をすると一部地域で気候変動の影響が顕著となる場合があるこ

とがわかった。図 27 に地域別の水田面積の変化量を示す。これをみると北海道では RCP シナリオ間で差がみられ、特

に RCP8.5 では約 2500 km2 の増加が予測された。以上の結果は北海道において気候変動により水田面積の変化がおきう

ることを示している。冷温帯では気温が稲作の制限要因となっており、気温上昇が北海道における水田面積の増加を導

いたと考えられる。実際、中国では過去 30 年間で水田の分布の北上が報告され、要因として気温上昇があげられてい

る。

図 26　2100 年における土地利用面積変化量（km2）
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　本研究では機械学習的アプローチにより、将来の土地利用予測モデルを構築し、その有効性を示した。しかしなが

ら、本研究にはいくつかの課題が残る。たとえば、本研究では 3 次メッシュ単位で解析を行い量的な変化（面積）を示

したが、各土地利用の質的な変化（たとえば、森林の連結性や土地利用のモザイク性等）については分析していない。

また、人口値については産業別人口等のデータを利用した場合、より精密な予測モデルが構築できると考えられる。さ

らに本研究では学習データを取得した年代（1985 年から 2005 年）における各土地利用と説明変数の関係性が将来も維

持されると仮定した。しかし、両者の関係性が変化した場合、再度モデル構築が必要になると考えられる。本研究では

気候変動や人口変動が将来の日本の土地利用に影響を与えうることを示した。土地利用の変化は生物多様性に直接的に

影響を与える。これまで気候変動が生物多様性に与える影響については様々な分類群で研究が行われてきた。しかし、

土地利用と気候変動の両者を考慮した将来予測については研究例が限られる。本研究の成果をもとに今後、土地利用と

気候変動が生物多様性や生態系サービスに与える影響を明らかにしていく必要があるだろう。

2．3．4　土地被覆に基づく里山景観変化に関する指標の開発

2．3．4．1　目的と経緯

　里地里山と呼ばれる日本の伝統的な農地景観の分布の把握は、生物多様性の保全および自然と共生する社会づくりに

おいて重要な課題となっている。里地里山は水田や森林といった水陸両方の生態系が入り混じった景観から構成されて

いるためトンボ類や両生類等、絶滅危惧種を含む多様な生き物が生息しているが、耕作放棄や転作等による水田の減少

は、そのような農地景観の喪失につながることが危惧されるためである。しかし、水田の喪失によって里地里山的景観

がどのように変貌するのかを客観的に数値化し把握する方法は確立されていない。

　先行研究においては、既存の土地被覆・土地利用図から一定の範囲内の土地被覆・土地利用タイプの多様度指数を計

算することで、里地里山的景観を地図化できる Satoyama Index、あるいは Modified Satoyama Index（MSI）と呼ばれる

指数等が提案されてきた 8, 9）。しかし、それらの指数は湿地的役割を果たす水田も乾燥した畑も同列に取り扱っていた

ため、水陸両方を必要とする生物の観点からは、水域の減少が里地里山景観に及ぼす影響を適切に評価できないという

課題があった。例えば、ある景観が 50% の樹林および 50% の水域から構成される場合と、50% の樹林および 50% の

図 27　2100 年における地域別の水田面積変化量（km2）
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草地から構成される場合では上記の指数では同じ値をとるが、水陸両方の環境を必要とするトンボ類やカエル類等に

とっては前者の方が重要な景観であると考えるのが自然だ。この問題を解決するため、本研究では水域と陸域といっ

た異質な生態系が一定の範囲内にバランスよく混在している状態を適切に評価できる新しい指数 Dissimilarity-based 

Satoyama index （DSI）を提案し、その地図化を試みた。なお、本研究の詳細に関しては Yoshioka et al. 10）をご参照頂き

たい。

2．3．4．2　方法

　DSI は、農地を含む約 6 km 四方の空間内に、より多様な土地利用・土地被覆タイプ（水田、畑、自然林、自然草地等）

がバランスよく含まれており、非農地面積の割合が高く、かつ、水域と陸域のように生態学的に異質な土地利用・土地

被覆タイプが含まれている場所ほど高くなる農地景観多様度指数となっている。具体的な計算式は Rao の指数 11）を応

用したものであり、図 28 のような手順で計算される。

　国内の水田の空間情報を含む土地被覆・土地利用図は複数あるため、本研究では解像度や基データが異なる 3 種の土

地被覆・土地利用図から DSI の算出を試みた。『生態学的に異質であること』を数値化するため、本研究では、DSI の

計算の過程において、衛星画像等から得ることができる正規化植生指数 NDVI のデータを用いて、各土地利用・土地

被覆タイプ間の非類似度行列を計算し、『生態学的に異質であること』の尺度とした。NDVI は、森林的環境では高く、

草地的環境では比較的低く、水域では極めて低い値をとるため、これらの環境を区別するのに有用であることが期待さ

れたためである。また、DSI の妥当性を確認するために、環境省がデータベース化している里地里山の典型的な生物種

であるイトトンボ類の種数の空間分布と DSI との関係性を統計モデリングによって検証した。
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2．3．5　結果と考察 

　既存の空間解像度や土地利用・土地被覆タイプの区分が異なる 3 種類の土地利用・土地被覆図からそれぞれ 3 種類の

DSI の全国地図を得ることができた（図 29- 図 31）。これら DSI の地図を土地利用・土地被覆タイプの異質性を考慮し

ない従来の農地景観多様度指数 MSI による地図と比べると、農地景観多様度が高い地域は少なく見積もられることが

示された。このことは、水域と陸域が入り混じった、より里地里山らしい場所を DSI によって絞り込むことができる

ことを示している。

図 28　Yoshioka	et	al.10）の方法による、土地被覆・土地利用図からDSI を計算する手順と例
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図 29	 小川ほか 12）による、環境省の植生図に基づく土地利用図（1セルの解像度 50	m）か
ら計算された（a）DSI と（b）同土地利用図を用いて非類似度を考慮しない先行研究 9）

の方法で計算された里地里山指数MSI。図は Yoshioka.	et	al.10）より引用。



─ 45 ─

図 30	 ISCGMによる地球地図土地被覆第 1版 13）を用いて計算された（a）DSI と（b）同土地被覆図
を用いて非類似度を考慮しない	先行研究吉岡ほか 9）の方法で計算された里地里山指数MSI。解
像度は約 1km。図は Yoshioka.	et	al.10）より引用。
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　また、統計モデリングの結果、DSI は 3 種類いずれの土地利用・土地被覆図から計算した場合でも、イトトンボ類の

種数と正の関係が見られることが示された（表 11）。さらに、DSI と従来の指数のどちらがイトトンボ類の種数との正

の相関が強くなるかを比較した結果、DSI は空間解像度と土地利用・土地被覆区分がより詳細な土地利用・土地被覆図

から計算した場合に、従来の指数と比べてイトトンボ類種数との正の関係が強まることが示された。この結果は、小規

図 31	 ISCGMによる地球地図土地被覆第 2版 14）を用いて計算された（a）DSI と（b）同土地被覆図を用い
て非類似度を考慮しない	先行研究 9）の方法で計算された里地里山指数MSI。解像度は約 500	m。図は
Yoshioka.	et	al.10）より引用。
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模な水域を反映できる詳細な土地利用・土地被覆図から里地里山的景観を把握する際は、水域と陸域を区別することが

できる DSI を指標として用いることで里地里山の生物種の豊かさをより適切に表せることを示している。

　近年のリモートセンシング技術の向上にともない、詳細な植生指数データや土地利用・土地被覆図が比較的容易に得

られるようになりつつある。DSI は、土地利用・土地被覆図と植生指数データがあれば計算でき、拡張性もある。その

ため、今後、複数時期の土地利用図に対して DSI を応用することで、耕作放棄や転作による水田喪失を介した里地里

山景観の変貌を、生き物の視点から評価することが可能になる。それによって、より『里地里山らしい』景観の保全計

画に役立つことが期待される。また、福島県の避難指示が解除された区域において、水田稲作が再開した際に、どれく

らい里地里山的景観が回復するのか評価するためにも有用であると考えられる。

2．3．6　まとめ

　本サブテーマでは、人口減少下における 2 つの人口分布シナリオ（偏在化・均一化）に対応した、生物多様性や土地

被覆の広域シナリオを構築した。サブテーマ 2 で行ったチョウ類の無居住化影響の広域評価の結果と人口分布の空間的

な重なりから、国内人口の減少程度が同様であっても人口分布の違いによって生物が受ける影響の大きさは大きく異な

ることが明らかとなった。特に、人口均一化シナリオにおいては負の影響が大きく軽減された。人口分布を均一に誘導

することは生物多様性への負の影響を緩和する上で有効であると考えられる。しかしながら、人口分布の均一化は自動

車による移動距離の増大による二酸化炭素排出の増加や野生動物との軋轢の増加等のデメリットがあるため、実際の施

策はそれらとのバランスを考慮して行うことが重要であると考えられる。また、土地被覆シナリオについては、人口減

少を考慮したシナリオを公開し、将来の影響評価のための基盤情報として今後幅広い活用が見込まれる。さらに、気候

変動による土地利用変化も加味したシナリオを開発した。これにより、気候変動と人口減少の両方が介在する複雑な将

来変化の予測が可能になると考えられる。
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2．4　まとめと今後の課題

　無居住化地における航空写真の分析の結果、多くの非植林地において遷移の停滞が見られ、離村後 40 年程度で植生

高が二極化することが明らかとなった。一筆単位の耕作歴とその後の植生遷移の関係から、水田耕作後に放棄した農地

では放棄後年数に伴う樹木量の増加が確認されたが、乾田化して除草管理の後に放棄した場所ではススキが繁茂して森

林への遷移が停滞することが明らかになった。放棄直前の一時的な管理によりその後の植生遷移を誘導できる可能性が

高いことを示すことができた。

　種組成に対する無居住化影響の評価により、無居住化後年数よりも「無居住化の前か後か」の方が重要な要因であり、

無居住化後に種組成が速やかに変化し準平衡状態に至ることが明らかとなった。無居住化の負の影響を受ける種は正の

影響を受ける種より多く、個々の種に対する影響の大きさも負の影響の方が上回っていた。また、無居住化の効果は種

ごとの生息地特性と密接な関係があり、生息地特性から無居住化影響が予測できることが明らかとなった。植物につい

ては水田性の種が無居住化の負の効果を強く受け、チョウについては草原性の種等が負の効果を受けていた。チョウに

対する無居住化影響を地図化した結果、全域で負の効果が正の効果を上回っていた。これらの結果から、生物多様性保

全のために放棄地において森林への植生遷移を誘導する再自然化の際には、その効果の慎重な検討が必要であることが

示された。また、正負の効果の差は地域によって大きな違いがあり、無居住化の影響を受けやすい種が多く分布する地

域を特定することができた。人口減少を考慮した里山保護区選択の結果、人口を考慮しないときよりも保護区の選択肢

は減少したが、必要面積はさほど増加しないことが明らかとなった。

　また、人口分布が偏在化すると無居住地域が増加し、人口均一化の場合に比べて無居住化の負の影響がはるかに大き

いという結果が得られ、地域内人口分布を均一に誘導することで影響緩和を図れることが示された。また、土地利用シ

ナリオにおいては人口・気候シナリオによらず農地が減少するパターンが見られた。論文が受理された土地利用シナリ

オについては出力値を Web 上で公開し、誰でも無居住化影響の評価に利用できるようになった。

　本研究課題で開発した、種の特性と無居住化に対する感受性を関連付けた形質ベースアプローチに基づく生物多様性

に対する無居住化影響の広域評価手法は新規性が高い。図鑑から得られる情報に基づく簡便かつ安定した評価が可能で

あるため、今後は将来の国土利用計画やコンパクトシティ等の土地利用の誘導にむけた活用が期待できる。また、初期

状態に依存して系が異なる安定な状態に推移する「代替安定状態」に基づく植生誘導手法は、代替安定状態を生じる系

の記述やそのメカニズム解明自体が学術的にも重要であるとともに、今後の低炭素社会の実現にとって重要なバイオマ

ス利用のための植生管理手法としても重要性が高いと考えられる。今後、代替安定状態を生じるメカニズムについてよ

り強いエビデンスを得るため、野外操作実験に基づく研究を進めることが今後の課題である。

　さらに、持続的管理が必要な里山においては、効率的な保護区選択アルゴリズムは非常に重要な意味を持ち、今後民

間保護地域の選定における応用が見込まれる。現時点では継続的な保全活動のポテンシャルとして将来人口を用いてい

るが、より現実的な指標として保全活動に従事する人口の動態を把握・予測することで精度の向上を図ることが今後の

課題である。





［資　料］
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　［A　研究担当者］

 　生物・生態系環境研究センター 深澤圭太
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  藤田知弘＊

  竹中明夫＊ 

  小熊宏之

  久保雄広

 　福島支部 吉岡明良
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　［B　協力研究者］

 　石濱史子　　（生物・生態系環境研究センター）　　（平成 29 ～ 30 年度）

 　肱岡靖明　　（気候変動適応センター）
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 　サブテーマ 3　人口減少時代の生物多様性・景観広域シナリオの構築

 　　深澤圭太、大橋春香＊、藤田知弘、吉岡明良、久保雄広、肱岡靖明＊、松橋啓介＊、有賀敏典＊
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